	自転車･同部分品製造業


完成車メーカーの国内生産は、低価格な輸入自転車の急増によって減少基調にある。部品についても、完成車の国内生産が減少していることや、完成車メーカーが輸入部品の使用比率を高めていることから、国内需要が減少している。一方、輸出は完成車、部品とも増加基調にある。

各企業は付加価値の高い商品の開発に努めてはいるものの、輸入品に奪われたシェアを奪還するほどの大きな成果を挙げるには至っていない。
環境への配慮や健康志向の高まりによって内需は堅調に推移しており、より高度な技術開発･製品開発や輸送手段としての安全性のさらなる追求によって顧客の要望に応え、現状の低価格志向を打破していきたいという声が多く聞かれた。
業界の概要
自転車は使用目的から、軽快車、子供車及び幼児車、ミニサイクル、マウンテンバイク、電動アシスト車、特殊車に分類されている。現在最も生産数量が多いのは軽快車であり、全体の53.2％を占めている（経済産業省『機械統計』、平成22 年）。

自転車製造業者の区分としては、「完成車メーカー」と「部品メーカー」が用いられ、完成車メーカーは、さらにフレームなどの主要部品を内製する「工業型完成車メーカー」と、部品を内製せず購入して組み立てる「商業型メーカー（製造卸）」に分けられる。

大阪の特徴
平成21 年における大阪府の自転車・同部分品製造事業所数は101、従業者数は4,281人、製造出荷額等は1,889億円で、全国に占める割合はそれぞれ、48.1％、56.1％、65.3％となっている。ただし、これには車いす（手動式）も含まれており、自転車･同部分品の産出事業所数は延べ66あり、賃加工を行う事業所は府内に80ある（従業者４人以上の事業所、大阪府統計課『大阪の工業』）。

大阪の特徴としては、①大手・中小の完成車メーカー、部品メーカーの多くが堺地区に集積していること、②完成車メーカーの中では商業型メーカーが多いこと、③世界的に優れた技術を持つ部品メーカーが存在すること等が挙げられる。

国内完成品生産は減少基調変わらず
平成21 年度における財団法人日本自転車産業振興協会の調査によると、世界の自転車保有状況は中国が約４億１千万台、次いで米国は１億２千万台（ともに国民の約３人に１台の保有割合）、日本は第３位で約９千万台（国民の約２人に１台の保有割合）となっており、わが国における自転車の普及率は世界的にみても高い。

国内の完成品生産数量は22 年で、前年同期比0.7％増の105万７千台となった。前年同期比でプラスとなったのは２年以来のことであるが、それ以降長く続く減少基調に歯止めがかかったとはいえず、同年の796万９千台の13.3％に過ぎない。環境への配慮や健康志向の高まりによって堅調に推移している内需の大半を、主として中国からの輸入に依存している構造に変化は見られない。

府内産地の動向も同様であり、堺自転車製造卸協同組合加盟企業の22年における完成車生産台数は19 万７千台と対前年比で15.1％増加したものの、ピークであった元年のわずか7.2％に過ぎず、22年の国内需要の８割を輸入品が占めている状況である。

完成車輸出は東南アジア向けに急増
一方、完成車の輸出は平成８年以降、ほぼ増加の一途を辿っており、特に19年以降、ベトナムやカンボジア等への中古品の輸出が急激に増加した。
部品輸出入も増加
全国ベースでの自転車部品の輸出は19年以降、輸入については18年以降、増加基調にある(金額ベース、ただし、21年はリーマンショック後の低迷により対前年比減少）。輸出についてはドイツや台湾向けのディレーラ(変速機)やギヤクランク等、輸入については中国、台湾からのフレーム等の貿易が堅調に推移している。
設備投資は低水準
減産基調のなか、設備投資を行っている企業は少なく、国内生産比率の比較的高いメーカーでも、設備投資を差し控える傾向が強い。また、かつての工場を配送センターへと転換した商業型メーカーや、部品を中国からの調達に転換し、多種少量品目の受注に対応できるように工場設備を変更した部品メーカーなど、業界内で工場の閉鎖や設備の転換の動きもみられた。
収益は厳しい
完成車・部品ともに一部メーカーを除き、受注の減少が続いており、値下げ圧力が強いため、収益も厳しい状況である。

雇用は過剰感が強い
輸入品の増加により、完成車メーカー、部品メーカーとも生産が減少していることから、雇用は過剰感が強く、雇用調整を行うメーカーも一部にみられる。
売上げ・収益の確保に向けて
安価な中国製品に対抗するため、堺自転車製造卸協同組合、大阪府自転車軽自動車商業協同組合の堺市内各支部と堺商工会議所が連携して「自転車販売拡大会議」を設立、業界、地域が一体となって「自転車」産業の振興支援に取り組んでいる。

企業レベルでもさまざまな対応策が打たれている。あるメーカーでは、商品の高付加価値化と販路の多様化をねらい、専用Webサイトを構築し、顧客の個別要求を集約し、それらをもとに数量限定あるいはオーダーメイドの自転車を開発製造・販売する仕組みに挑戦している。また、ある部品メーカーは一定の空気をハブからタイヤに充填することで常に一定の空気圧を保つ特殊なハブを開発し、付加価値がある部品開発によって需要喚起を目指している。そのほか、フォルムのデザイン等で自社製品ブランドの確立を目指す動き、さらなる安全性を訴求する動き等がみられた。
ただ、堅牢性を要する主要部品、回転、駆動に関わる中枢部品について中国や台湾は生産技術を急速に高めつつあり、そのため国内メーカーの多くは価格ではもちろんのこと、技術面においても競争優位性を失いつつある。そのため、完成車製造･関連部品製造の経営は厳しさを増しており、機械部品や電気器具等への技術転用により活路を見出そうとする企業も多くみられる。
今後の見通し
価格競争力で圧倒的な優位に立つ輸入品に対抗しようと上記のとおり様々な取組がみられ、各社が今後の方向性を模索している。しかし、いずれも、輸入品に奪われたシェアを奪還するほどの大きな成果を挙げるには至っていない。

しかし、先述のとおり、環境への配慮や健康志向の高まりによって内需は堅調に推移している。また、本年３月に起きた東日本大震災においても、交通手段としての自転車の価値が再認識されつつある(堺自転車製造卸協同組合は、堺市の要請を受け、がれきが残る被災地の道路でも走れるように特殊な加工を施したタイヤを装着した「パンクしない自転車」を宮城県仙台市に送っている)。
また、自転車業界では一部のスポーツ系特殊用途車、電動アシスト車や折りたたみ自転車など話題を呼んでいるカテゴリーもみられる。
そのようななか、「錆びる」「盗難」「パンク」といった自転車が抱える従来からの課題を克服しうる、より高度な技術開発･製品開発や、消費者に安全性を訴求すること等を通じて、現状を打破していきたいという。
（田中　宏昌）
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軽快車、ミニサイクル、マウンテンバイク

13 6 46.2% 43755 27900 63.8%

子供車（車輪の径の呼び１２～２４インチのもの）

7 4 57.1% 500 378 75.6%

特殊車（スポーツ、実用車を含む）

10 2 20.0% 13766 X -

自転車用フレーム（完成品に限る）

8 2 25.0% 1759 X -

自転車の部分品・取付具・附属品 116 52 44.8% 149260 121416 81.3%

自転車・同部分品（賃加工） - 80 - 680897 -

資料:経済産業省『平成21年工業統計表(品目編)』、大阪府統計課『平成21年大阪の工業』。いずれも従業者４人以上の事業所。



産出事業所数 出荷金額(百万円)

自転車・同部分品の産出事業所数、出荷金額(全国･大阪)
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数量 金額 数量 金額 数量 金額 金額 数量 金額 金額

平成17年 1,926,436 30,741 5,279,050 57,326 1,221,802 1,365 74,197 9,143,819 58,147 11,581

18年 1,334,512 25,614 3,924,321 47,485 1,340,136 1,467 61,914 9,339,172 65,768 13,486

19年 1,135,606 25,205 3,616,043 47,819 2,095,644 3,028 77,019 9,603,314 74,875 14,837

20年 1,094,932 28,846 3,503,464 53,463 2,283,080 3,773 89,807 9,033,773 78,142 16,985

21年 1,049,469 34,435 3,098,458 56,257 2,214,984 3,001 70,444 8,621,717 70,434 14,213

22年 1,056,951 36,958 3,038,180 58,087 2,393,342 3,180 81,025 8,401,946 64,891 14,810

資料:経済産業省『機械統計』、財務省『貿易統計』

完成自転車の生産・出荷、自転車及び同部分品の輸出・輸入の推移（全国）

(単位：数量＝台、金額＝百万円)
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